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１．地域移行の促進 

（１）地域移行を進める施策と課題 
 （地域移行を支えるコーディネート機能について） 
  ○入所・入院中の段階から、退所・退院に向けた相談支援や計画的な支援

についての調整を行っていく機能を、施設外・院外に位置付けていくこ

とも重要であるが、実態を踏まえると、施設や病院に退所や退院につい

ての積極的な意識を持ってもらうことも併せて進めることが必要。 
 
  ○多くの精神科病院においては、病棟内の医療スタッフは院内におけるケ

アに熱心であるものの、院外との交流は少なく、退院後の生活をイメー

ジすることが困難な状況にある。（退院に向けた動きは、日頃から病院

内で外との交流があるＰＳＷ等のソーシャルワーカーからもたらされ

る場合が多い。） 
  ○このため、具体的な退院促進を進めるアプローチに併せて、もう少しソ

フトな形で、病棟内の医療スタッフが、病院外での生活をイメージでき

るような仕組みを検討することが必要ではないか。  
＊千葉県では、病院訪問事業として、実際に退院した精神障害の当事者や関係したスタ

ッフが病院を訪問して交流する事業を実施しているが、入院している患者への動機付

けもさることながら、病棟内のスタッフに対する影響も大きいものがあった。 
 
  ○入所施設においては、現在、地域移行に熱心に取り組んでいる施設の多

くは、自らグループホームやケアホームを行っているところが多く（千

葉県では約半数のグループホーム等が母体は入所施設を運営する法人である。）、こ

のような施設においては、施設外からの地域移行に向けた支援というよ

りは、むしろ自ら運営するグループホーム等へのバックアップ機能の強

化に対するニーズの方が強い。 
 
 



  ○また、このような施設では、地域移行に向けたノウハウや調整機能（特

に家族との調整においては、長年の関係を構築している施設職員でない

と困難な場合が多い。）も有している場合が多いため、施設外からコー

ディネーターが支援に入るという形は実態としては想定しにくいもの

がある。 
  ○このため、施設の外から地域移行に向けたコーディネート支援という形

は、在るべき形としては、一定程度理解できるところはあるものの、実

態を踏まえて、対象となる施設がどのような施設なのか、どのような役

割を果たすのか、そのような仕組みが地域移行に向けて最も有効な仕組

みなのかなどの整理を行うことが必要である。  
＊千葉県では、上記のような実態を踏まえ、入所施設に対してグループホーム等の整備

を促すとともに、モデル事業として、複数の施設に、地域移行に向けた施設内でのノ

ウハウや行うべき事項をまとめて施設に広める事業を展開している。 
 
 （宿泊等の体験について） 
  ○施設や病院に入所・入院している間において、体験的にグループホーム

等に入居することができる仕組みは、利用者本人への動機付けや、施

設・病院の職員、利用者の家族に地域での生活のイメージを持ってもら

う一助とするためにも進めていくことが必要。（実際に、地域移行を進

めている施設側からのニーズも大きいものがある。） 
○その際には、地域での生活は、『居住』は最も大切な機能ではあるもの

の、併せて日中活動も大切な要素であり、地域での生活をトータルに体

験できるような仕組みを検討することが必要ではないか。 
  ○なお、グループホーム等への体験利用の仕組みは、在宅に家族と同居し、

将来不安から入所施設への入所を希望している者や家族に対しても活

用していくことが必要であると考えられるが、その場合には、本人や家

族に寄り添う形での相談支援があることが前提になると考えられる。  
＊千葉県では、入所者・入院者あるいは在宅にいる者が、体験的にグループホームやケ

アホームを利用した場合に助成を行う事業を実施しているが、その際、日中活動を利

用した場合にも併せて助成している。（県内のグループホーム等は、平均すると、約

１割の居室が常に空室の状況にあるため、当該事業については、こうしたグループホ

ーム等の空室を利用する形で実施している。） 
 
（２）地域移行における入所施設の役割 
 ○入所施設からの地域移行を進めることは重要であるが、併せて地域生活の

中での入所施設の果たすべき役割について明確化し、積極的に評価してい

くことも検討することが必要であり、このことがまた地域移行を進めるこ

とにつながるものと考えられる。 



 ○実態を踏まえると、 
  ①典型的には強度行動障害者のように、常時（２４時間）の支援が必要で

あると考えられる者への支援を行う機能（ややロングタームでの支援）、 
  ②緊急一時的により専門的な支援が必要となった者への対応など、グルー

プホーム等に入居する者へのバックアップ機能（ややショートタームで

の支援） 
を果たしていくことは必要であると考えられるため、これらの機能を発揮

するという視点での仕組みづくりを検討することが必要である。 
 ○①については、強度行動障害をはじめとして、個別性が非常に強い障害特

性への対応が必要となるため、既に支援の実績のある施設等からのヒヤリ

ングを実施するなど、その支援の在り方について検証を行った上で、それ

を踏まえた人員配置等を検討することが必要ではないか。 
 ○その際、（支援の在り方とも関係するものの）、やや長期間にわたる入所施

設での支援が必要となることから、入所者ができる限り家庭に近い環境で

支援を受けられるように、ハード面での対応も検討することが必要である。 
 ○また、２４時間にわたる支援という機能に着目した場合に、現行の昼夜分

離の仕組みが適切なのかどうかについても再考することが必要ではない

か。（実態を踏まえると、入所施設の役割や機能が逆に不明確になってい

る感が否めない。） 
 
 ○②については、ショートステイの機能を高めていくことが必要であると考

えられるが、実態は、多くの施設が施設への入所待機者で満床状況であり、

本来のショートステイの役割を果たすことが困難な状況がある。（ショー

トステイについては後述） 
 ○また、入所施設の母体法人がグループホーム等を運営している場合は多い

が、複数のグループホーム等を運営している法人からは、そのバックアッ

プ機能を求める声は強い。実際、現行のグループホーム等の世話人等では

対応できない事態には施設職員が直接関わっている場合は多い。地域移行

を進めていくに当たって、施設立のグループホーム等だけの問題ではない

が、多くのグループホーム等を運営する場合には、バックアップするため

の職員を位置付けるなどの対応が必要ではないか。（この点はグループホ

ーム等のサービスの質の向上とも関係する。） 
 
（３）家族との同居からの地域移行 
 ○家族との同居からの地域移行について検討していくことは重要であるが、

検討に際しては、在宅における障害者の生活の実態についてよく踏まえた

上で行うことが必要である。 
 



 ○特に、精神障害者については、在宅で生活する者は多いが、この中で福祉

的な支援につながっていないものも多く、いわゆる『引きこもり』に近い

形で生活するものも多い。この背景には、地域に適当なサービスがないと

いった社会資源に原因がある場合もあるが、支える家族に原因がある場合

（家族が元気の間は家族において抱え込むような状況）も多いとの指摘も

ある。 
 ○このため、単にグループホーム等の社会資源を用意するというだけではな

く、当事者のエンパワメントを図るという視点にたって、より緩やかな形

での相談支援が入っていく形（そのような相談支援が可能となる体制づく

り）の検討も必要である。（現行の指定相談支援のように障害福祉サービ

スの利用を前提とした相談支援では対応することが困難であるため、別の

形での相談支援を前提とすることが必要である。） 
 ○親の高齢化は進んでいるため早急な対応が必要であると考えられる。 
 

２．「住まい」の場の確保 

（グループホーム等の整備の促進） 
 ○地域における住まいの場として、グループホーム等の整備を促進していく

ことは重要。その際、新築するなどにより自己所有する形だけでなく、特

に都市部においては、民間の賃貸物件を活用している実態も多いことを踏

まえ、例えば、民間の賃貸物件を借りやすくするための支援などの検討も

行うことが必要である。 
 ○なお、新築する場合に、他の社会福祉施設を建設する場合と同様に、近隣

住民への事前説明が運用上求められている。大規模な社会福祉施設の建設

ならばまだしも、一般住居であるグループホーム等においてこういった対

応がなされないようにすべきではないか。 
 
（グループホーム・ケアホームのサービスの質の向上） 
 ○特に、重度の障害者を支援するケアホームからは、夜間支援体制のニーズ

は大きいものがある。また、週末（土日）への対応についてのニーズも多

く指摘されるところである（現在は、母体となる施設の職員が土日の余暇

活動的なもの含めて対応する場合が多い）。 
 ○これらの課題については、いずれにしても検討が必要なものの、グループ

ホーム等の機能や実態を十分に踏まえつつ、グループホーム等における支

援の内容を充実させるのか、バックアップ機能を別に設けて対応するのか

等の整理を行った上で対応することが必要である。 
 
 



（身体障害者のグループホーム・ケアホーム等） 
 ○身体障害者についてのグループホーム等を制度の対象に加えていくこと

については、現場からのニーズも大きなものがあり、必要であると考えて

いるが、その際、一概に「身体障害」といっても非常に範囲が広く、また、

対象によって、ハード面・ソフト面での対応が変わってくるため、対象を

明確にして制度検討を行うことが必要である。  
＊これまで聴いている当事者や関係者からの意見としては、 
 ①身体障害者療護施設などの入所施設からの地域移行に対応するためのニーズ、 
 ②在宅においてホームへルパーと家族により支えられている重度の身体障害を抱える者

や家族からのニーズ（いわゆる親なき後の不安からのニーズ。これらのニーズの中に

は、２４時間のホームヘルプサービスの実現により解消されるものもある。）、 
 ③知的と身体を併せ持っている場合で、現行の制度でも対象となっているが、ハード面

の課題や支援の面での課題があり現行制度では実現できないことによるニーズ 
など様々なものがあり、また、グループホーム等の必要な期間も恒久的なものから、一

定期間（いずれは民間の住宅でという希望）まで様々なものとなっている。  
 ○また、身体障害だけでなく、大部分は運用上の課題ではあるものの、高次

脳機能障害や発達障害のある者からの支援の在り方を含めたグループホ

ーム等への指摘や、精神障害者からの現行制度に対する使いにくさの指摘

もあるので、国においても、障害特性ごとに課題の整理を行った上で、よ

り使いやすい制度構築を目指されたい。 
 
３．地域生活に必要な「暮らし」の支援 
（１）地域で生活する際に必要となる支援サービス（①緊急時の対応） 
（ショートステイの有効活用） 
 ○地域において暮らす障害者の緊急一時的な支援の場としてのショートス

テイは大変重要な機能である。現状は、入所施設に併設される形で運営さ

れているものが大部分であるが、その実態は、多くの場合が入所施設の入

所待機者で満床に近い状況にあり、本来の機能を果たすことが困難なもの

が多い。 
 ○また、ショートステイについては、緊急一時的な利用のみを想定した形で

は、採算ベースにのせることが難しいという運営上の課題があるとともに、

支援する側からは、緊急時の受入れの場面などにおいて、障害特性等がよ

く分からない中での支援について困難性を指摘する声も強い。 
 ○このため、一定程度普段からショートステイの運営主体と、地域において

暮らす障害者との関係をつくっておく（例えば、普段から一定程度ショー

トステイを利用するなど）等の工夫が必要である。 
 ○このような視点に立てば、例えば、通所施設に併設する形でのショートス

テイを制度化することも考えられるのではないか。 



（２）地域で生活する際に必要となる支援サービス（②医療も含めた支援） 
（医療的なケアが必要な障害者への対応） 
 ○医療的なケアが必要な障害者に対応できる通所系サービスやショートス

テイの充実を図ることは必要であるが、一概に医療的なケアといっても、

そのニーズの濃淡があり、それにより実施できる主体も異なってくること

から、利用者のニーズに即して丁寧に検討することが必要である。 
 ○特に、医療的なニーズが高くなればなるほど、支援の個別性が高まること

から、単に事業所に看護師を配置したのみの対応では困難であり、より個

別の支援が求められるようになることにも留意が必要である。基本的には

医療機関を実施主体とした対応が中心となるが、実態としてはなかなか進

まないので、対象者の数にもよるが、訪問看護が付き添って通所できるよ

うな支援の仕組みを検討してもよいのではないか。 
 
（精神障害者への地域生活支援） 
 ○精神障害者の地域生活を支援する上で、医療との関わりは非常に重要であ

る。特に、精神障害者のうち、退院直後で服薬管理や生活の構築が必要な

者については、医療と福祉の双方から濃密に支援が入る必要があるため、

例えば、訪問看護を活用して、看護師とＰＳＷの双方が連携して支援に当

たる仕組みを検討してはどうか。 
 ○また、地域生活を送る中で、再入院を予防するためにも、緊急一時的に利

用することができるショートステイ（クライシスハウス）も検討すること

が必要である。 
＊千葉県においては、県単独事業として、グループホームの枠組みを参考に、緊急一時利

用することが可能なクライシスハウスを実施している。これまでの経験から、当該事業

の実施に当たっては、地域の中で医療機関（医師）との関係ができていること（医療が

必要な場合には、医療機関を受診しなければならない）や、地域の中の精神障害者や家

族、関連施設等との関係が構築されていることが必要になると考えている。 
 
 
 
 


